
 

（相続） 

【答】   

１ 令和５年 10月１日より前に死亡した場合 

令和５年 10月１日から登録を受けることとされていた事業者が、令和５年 10月１日より

前に死亡した場合は、登録の効力は生じません。したがって、相続により事業を承継した相

続人が、適格請求書発行事業者の登録を受けるためには、登録申請書を提出する必要があり

ます（相続人が既に登録申請書を提出していた場合を除きます。）。 

なお、登録申請を行った事業者が死亡した場合は、相続人は、「個人事業者の死亡届出書」

を提出いただきますようお願いします。 

 

２ 令和５年 10月１日以後に死亡した場合 

令和５年 10 月１日以後に適格請求書発行事業者の登録を受けた事業者が死亡した場合、

その相続人は「適格請求書発行事業者の死亡届出書」を提出する必要があり、届出書の提出

日の翌日又は死亡した日の翌日から４月を経過した日のいずれか早い日（※）に登録の効力が

失われます（消法 57 の３①②）。 

また、相続により事業を承継した相続人が、適格請求書発行事業者の登録を受けるために

は、相続人は登録申請書の提出が必要となります（相続人が既に登録を受けていた場合を除

きます。）。 

なお、相続により適格請求書発行事業者の事業を継承した相続人の相続のあった日の翌日

から、その相続人が適格請求書発行事業者の登録を受けた日の前日又はその相続に係る適格

請求書発行事業者が死亡した日の翌日から４月を経過する日のいずれか早い日までの期間に

ついては、相続人を適格請求書発行事業者とみなす措置（※）が設けられており、この場合、

被相続人の登録番号を相続人の登録番号とみなすこととされています（消法 57の３③）。 

登録申請書の提出から登録通知を受けるまでには、その審査等に一定の期間を要しますの

で、相続により事業を承継した相続人が適格請求書発行事業者の登録を受ける場合は、お早

めに登録申請書をご提出ください。 

（※）相続人を適格請求書発行事業者とみなす措置の適用がある場合、その措置の適用があ

る期間は被相続人の登録は有効です。 

 

  

問 15 適格請求書発行事業者の登録を受けていた親から相続を受け、事業を承継したのですが、

適格請求書等保存方式において必要となる手続及び適格請求書発行事業者の登録の効力につ

いて教えてください。【令和３年７月追加】【令和５年 10月改訂】 


